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スピークアップトラストサーベイ

有限責任監査法人トーマツがお客様の外部監査人である場合、

本サービスのいずれのプランも利用できません。

本書面は、当社へのサービス委託をご検討いただくことを目的としたものであり、

他の目的で利用されることのないようお願い申し上げます。

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社
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関係法令対応

調査・助言

内部通報マネジメント

システム構築助言

コンプライアンス体制

改善・助言

内部通報制度に関する様々なサービスを提供しています

2

内部通報制度に関連する当社のサービス
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※有限責任監査法人トーマツがお客様の外部監査人である場合、⑤および⑨のサービスは利用できません。その他のサービスにも制約が生じる場合がございます。

前工程
レビュー

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

① ② ③

⑤ ⑥ ⑦

⑧

④

ス
ピ
ー
ク
ア
ッ
プ
ト
ラ
ス
ト
サ
ー
ベ
イ

（
組
織
内
の
認
知
度
や
信
頼
性
の
評
価
）

⑨



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

組織の内部通報制度評価に関する悩みを和らげます
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組織が抱える内部通報制度評価に関する悩みとその解決方法の例

11条指針（参考資料で後述）第4の3(3)ロで求められている、自組織の内部通報制度の評価・点検の有効な方法に悩んでいる

受信件数ではなく役職員の認知や信頼を測ることによって評価・点検を行うことをお薦めします。

多くの役職員がアンケートに食傷ぎみだ

必須設問は5問、追加の回答を許容する役職員にさらに数問と設問数が肥大化しないように配慮した設計をし

ています。

アンケート結果が出ても相場観がないので、どう評価してよいかわからない

同一質問に回答した他企業集計値の平均値と比較することできます。

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

役職員に内部通報制度に対する印象を聞いてはみたいが、何を聞いてよいのかよくわからない

サーベイの質問項目はデロイト トーマツが作成したものをそのままご利用いただきます。追加も可能です。

個人情報の収集につながるアンケート調査を不用意には行いたくない

フリーコメントなしの選択肢回答のみのサーベイです。個人情報に近い（と考えられる）情報は不正回答防止の

ために保持するIPアドレスのみとなります。

自組織主催のアンケートだとお手盛りの指摘を免れない

外部の独立性の高い組織が収集するサーベイです。
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目的およびご要望によって三つのプラン*から最適なアンケートを選択できます

不要

JS

デロイト トーマツ

対応可能言語

GS

グローバル

定型プラン

いいえ

CS

カスタマイズ

プラン

日本語

定型プラン

フリーコメント

設問カスタマイズ

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

はい必要

お客様のニーズに添って選択可能

質問項目および選択肢が、日本語で表示さ

れる定型・定額のプラン

質問項目および選択肢が、デロイト トーマツ

が定める14言語で表示される定型・定額の

プラン

• 質問項目および選択肢が、デロイト トー

マツが定める14言語以外で表示されるプ

ラン

• サーベイ項目にお客様との協議のうえで

独自項目を設定できるプラン

*有限責任監査法人トーマツがお客様の外部監査人である場合、

本サービスのいずれのプランも利用できません。

多言語化開発中
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それぞれのプランは想定目的に沿って仕様を最適化しています
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各プランの特長と比較

サービス JS GS CS

想定目的 日本グループ会社役職員からの評価 海外グループ会社役職員からの評価

•海外グループ会社役職員からの評価

•設問/選択肢の追加

•フリーコメント混在の評価

選択回答 可 可

フリーコメント 不可 可

最少設問数 5

対応言語
• 質問、選択肢およびサーベイ進行のす

べてが日本語

• サーベイ進行：日中英

• 質問、選択肢：日中英およびオプショ

ン言語*の14言語から選択可

• サーベイ進行：日中英

• 質問、選択肢：GS14言語以外の言

語も可(市中翻訳業者に委託)

チャネル Webフォーム

収集期間 30日 カスタマイズ可

提供物 設問ごとの集計グラフ、ローデータ、他社平均値 カスタマイズ可

ご注意
• 回答督促は貴社ご自身で行う

• 当社は貴社の内部通報制度を評価しない

• 回答督促は貴社ご自身で行う

• 当社は貴社の内部通報制度を評価しない

• フリーコメントはそのまま貴社に転送する

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

*オプション言語：中国語繁体字/韓国語/ベトナム語/タイ語/インドネシア語/ヒンディー語/タガログ語/ネパール語/スペイン語/ポルトガル語/ロシア語 の合計11言語

多言語化開発中

多言語化開発中

多言語化計画中

多言語化開発中



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.6

日本語定型プラン JS は

日本語のみで定型質問をご利用いただくプランです

貴社の役職員に貴社の内部通報制度の認知や信頼を定型質問で尋ねます。選択回答のみでフリーコメントは設定できません。サー

ベイの質問、選択肢およびサーベイの進行はすべて日本語で表示されます。

日本語定型プラン JS のサーベイ回答収集と報告までの流れ

役職員

回答

お客様

通知

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

DTRA（当社）

集計資料

ローデータ

URL

集計資料

ローデータ

データベース
IPアドレス保存

督促

IPアドレス削除
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カスタマイズプランCSは

言語や質問項目を自由にご設定いただくプランです

ただし、サーベイの進行は現在日本語のみです。英語、中国語簡体字による進行ガイドは現在開発中です。

カスタマイズプラン CS のサーベイ回答収集と報告までの流れ

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

役職員

回答

お客様

通知

DTRA（当社）

集計資料

ローデータ

URL

集計資料

ローデータ

データベース
IPアドレス保存

督促

IPアドレス削除

カスタマイズ協議
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PCだけでなくスマートフォンからも回答可能なWebフォームによるアンケート収集サービスです
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サーベイ回答画面のイメージ

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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サーベイで回収したローデータを提供します
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ローデータのイメージ（CSVファイル）

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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デロイト トーマツの調査データおよびサーベイの蓄積データとの比較が可能な集計資料を提

供します
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定型集計資料のイメージ

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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日本語定型プランJSは定額の料金体系です
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日本語定型プランJSの料金表

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

JS 仕様

初期費用（万円） 10

1回の運用費用（万円）
初回、スポット：140

自動更新契約の年次利用：100

サーベイサイト開設期間（日） 30

サーベイ進行言語 日本語

質問/回答言語 日本語

提供物
回答ローデータ/定型集計資料（日本語）

サーベイサイト閉鎖後30日以内に提出

ご契約は1回単位です。サイト開設時から2年後以内に次回のサイト開設があった場合は割安な価格になります。初期費用は初回のみ頂戴します。

記載の金額はすべて消費税等を含みません
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グローバルホットラインサービスと同時のご利用によるプランJS-GHLは特別料金になります
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グローバルホットラインサービスとの同時ご利用時の日本語定型プランJS-GHLの料金表

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

JS-GHL 仕様

初期費用（万円） 5

1回の運用費用（万円）
初回、スポット：70

自動更新契約の年次利用：50

アンケート回答収集期間（日） 30

サーベイ進行言語 日本語

質問/回答言語 日本語

提供物 回答ローデータ/定型集計資料

プランCSの各項目が特別料金 別表参照

当社の内部通報中継サービスであるグローバルホットラインサービスをご利用いただいているお客様には特別料金で提供いたします。

記載の金額はすべて消費税等を含みません
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プランJSをカスタマイズするプランCSの料金の一例を示します
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プランJSを基本としたプランCSの料金の計算例

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

サーベイ進行言語を日本語、質問回答言語も日本語であるプランJSをカスタマイズした場合を想定します。

記載の金額はすべて消費税等を含みません

JS
サーベイ進行言語：日本語

質問/回答言語：日本語

料金（万円）

JS JS-GHL

初期費用 10 5

初回/スポット 140 70

2年以内の繰り返し時 100 50

初度合計 150 75

2年以内の繰り返し時 100 50

CSで仕様追加 JSを基本とする場合 JS-GHLを基本とする場合

追加質問：「上司から不正行為を指示されたことがありますか」 20 10

追加選択肢：「はい」、「いいえ」、「その他」の3個 30 15

集計絞込条件追加(似通った属性企業と比較） 30 10

集計単位細分化(グループ会社単位で集計 max10) 60 20

解説と質疑応答：2時間 20 0

初度合計 310 130

2年以内の繰り返し時 260 105
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初期費用でサーベイの準備をします
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初期費用で行う事項

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

• サーベイサイトの新規設定

• サーベイURLの設定

• ファイル交換システムの設定

• 質問/回答の追加設定（プランCSにおいてご要望いただいた場合）

• 開設期間の延長設定（プランCSにおいてご要望いただいた場合）

• サーベイ回答画面の稼働確認

• テスト収集データの異常確認

• 役職員向けサーベイ協力依頼文雛形の提供（質問/回答の言語ご契約分）多言語化計画中
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Q&A集

よくあるご質問

No. テーマ Q A

1 財務諸表監

査との同時

提供

当社の外部監査人はデロイ

ト トーマツだが、このサーベイ

サービスの利用は可能か

できません。有限責任監査法人トーマツが貴社の外部監査人である場合は本サービス

を提供できません。

2 準備期間 サーベイ開始までどれくらい

かかるのか

もっともお時間を要するのは貴社グループ内のコンセンサスとご周知ではないかと思いま

す。当社の準備作業としましては、定型プランでしたら、ご発注のご意思を確認できてか

ら1か月ほどでサーベイを開始できるものと思います。

3 回答者 役員は回答できないのか 可能です。サービス名に“役員”を記載していないだけです。

4 案内文 役職員へのサーベイ協力依

頼文を作ってくれるのか

ご契約いただく質問/回答言語分の説明文雛形を提供いたします。必要となるご編集

は貴社に行っていただきます。

5 回答数確認 そのとき時点の回答数を教

えてくれるのか

サーベイシステム開設期間内であれば、Eメールで頂戴するご質問に対して早期にその時

時点での回答数を返信いたします。

6 回答督促 回答数が少ないときに督促

をしてくれるのか

できません。私どもが貴社グループの役職員の方々の連絡先をお預かりすることはありま

せん。回答督促は貴社に行っていただきます。

7 回答端末の

制約

会社の端末から回答するこ

とも可能か

不可能ではありませんが、同一IPアドレスからの回答には組織票の疑いが高まりますの

で、役職員の方の私有端末からご回答をいただく方がよいと思います。

8 不正回答の

排除

回答する権利を有しない者

や複数回の回答を行うもの

を排除することは可能か

できません。当社が回答者個人を識別可能な情報をお預かりすることはございませんの

で、重複回答などの不正回答を除外することは困難です。

16 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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Q&A集

よくあるご質問

No. テーマ Q A

9 評価主体 デロイト トーマツが当社の内

部通報制度を評価してくれ

るのか

評価いたしません。当社は貴社の役職員の内部通報制度に対する印象をサーベイの

回答データとして集計し、その結果を貴社にお返しする作業のみをします。

10 助言の提供 集計結果に基づいた助言を

提供してくれるのか

プランCSで提供可能ですが、プランJS/GSでは提供いたしません。提供物はその時点の

貴社のローデータ、定型集計資料のみです。

11 他社データの

提供

他社のローデータを提供して

くれるのか

提供いたしません。提供するローデータはその時点の貴社のローデータのみです。

12 過去データの

提供

過去のローデータと一緒に提

供してくれるのか

提供いたしません。提供するローデータはその時点の貴社のローデータのみです。過去にご

利用実績があったとしても過去分のローデータの提供はございません。

13 集計資料の

特注

集計資料のオーダーメイド的

な特注は可能か

プランCSで質問の追加や選択肢の追加といった一定のカスタマイズは可能です。カスタ

マイズした質問の回答を単純集計した資料の提供も可能です。

しかし、多様あるいは専門的な分析をご希望の場合は、ローデータをご自身で加工され

るか、もしくは当社専門家とのアドバイザリー契約をご検討ください。

14 情報公開 回答数などの情報が公開さ

れてしまうのか

特定の1社様を抽出して回答数や選択肢の選択数を公開することはございません。しか

しながら、個社を特定できない形式で、たとえば散布図にプロットされる点や分布の棒

グラフ等で、全体を構成する一部のデータとして貴社の回答データを基にした統計値が

開示されることはございます。

15 サーベイシス

テム開設期

間の延長

サーベイの回答を収集する

期間を延長することは可能

か

プランJS、GSにおいては原則としてできません。他社様と不公平な収集環境となってし

まい収集データ全体との比較が困難になるためです。例外としてはシステム障害、ネット

ワーク障害などでサーベイサービスが利用できない期間が発生するといったケースを想定し

ております。

17 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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Q&A集

よくあるご質問

No. テーマ Q A

16 フリーコメントの

翻訳

プランCSでフリーコメント回答

欄の翻訳を追加発注した場

合、その回答の翻訳はプランの

料金に含まれるのか

含まれません。フリーコメント回答欄の翻訳は事前に分量を想定することが困難で

す。貴社ご自身で翻訳をされるか、あるいはサーベイの回答収集後に実績に応じた

翻訳料をお支払いいただく条件でご依頼いただくことになります。

17 終了告知メッ

セージの表示

サーベイが終了したことを告げ

る画面は表示されるか

表示されません。役職員の方々には「Webページが存在していません」という趣旨の

メッセージがお使いのブラウザの仕様に沿った形で表示されます。

18 回答数と料金 回答数が増えると料金も嵩む

のか

収集される回答数は料金には影響しません。詳しくは料金表のページをご参照くだ

さい。

19 契約文書 当社の業務委託契約書式で

契約することは可能か

できません。当社の約款にご承諾をいただいたうえで注文書/請書でご発注いただく

当社書式の約款に基づくお申込み形式のみのご契約手続を承ります。

20 約款の変更 当社の要望に基づいて約款を

一部変更することは可能か

できません。約款の変更はお断り申し上げます。

21 プライバシー情

報管理に関す

る同意取得

プライバシーポリシー等のWeb

ページの準備が整っていないた

め、いったんデロイト トーマツの

プライバシーポリシーに同意した

状態のみでサーベイサービスを

利用することは可能か

できません。当社のプライバシーポリシーへのご同意だけでは不十分です。また、貴社

のプライバシーポリシーあるいはプライバシーノーティス等のWebページの有効なURLを

ご提示いただくことが本サービスご利用の条件となります。

基本的に個人情報を収集するサービスではありませんが、IPアドレスを収集し不正

回答の有無に関する指標として活用します。IPアドレスの貴社への提供には同意

取得が必要となります。

18 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

多言語化開発中
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Q&A集

よくあるご質問

No. テーマ Q A

22 自動更新 契約の自動更新を止めること

は可能か

可能です。本サービスの自動更新は“半自動更新”であり、お客様と当社間のご契

約手続を省力化するためのものです。当社から、契約期間満了の数十日前にお

送りするEメールによる「更新なさいますか」という問いかけに、「更新しない」というご

返信があった場合に、ご契約が自動的に更新されてしまうことはございません。

23 中継サービス

契約の有無

当社はデロイト トーマツの“グ

ローバルホットラインサービス”を

利用していないがサーベイサービ

スは利用可能か

可能です。当社の内部通報中継サービスである“グローバルホットラインサービス”のご

利用は、本サービスご発注の条件ではございません。また、サーベイの対象も当社の

内部通報中継サービスである“グローバルホットラインサービス”に限定されません。

24 サーベイの対

象

内部通報制度のみが対象か グリーバンスメカニズム等の通報をともなう他の制度に対してご利用いただくことは可

能と思われます。ご相談ください。

25 プランCSの自

由度

プランJSに適用されている定型

質問を削除するといった、自由

なカスタマイズは可能か

できません。定型質問はそのまま残してご利用いただくことになります。従いまして役

員や従業員の方からの通報を伴うなんらかの制度に対するアンケートとしてご活用

いただくことは可能ですが、目的を絞らない汎用的なアンケートシステムとしてご利用

いただくことは困難です。

26 プランCSの自

由度

プランJSやプランGSに適用され

ている定型質問に割り込ませ

る形で新規質問を設定するこ

とは可能か

できません。定型質問は質問の位置や順番をそのまま残してご利用いただくことに

なります。プランCSによる追加質問は定型質問の末尾に追加されます。

27 デロイト トーマ

ツ調査の実数

提供

対比用のデロイト トーマツ調査

の実数を提供してほしい

実数は提供しません。回答の割合のみの提供です。

19 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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業務提供にあたって留意事項があります

20 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

・スピークアップトラストサーベイサービスの位置づけと制約について

スピークアップトラストサーベイサービスは、消費者庁が公開する「公益通報者保護法第11条第1項及び第2項の規定に基づき事業者がとるべ

き措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針」に記載されている「内部公益通報対応体制の定期的な評価・点検を実

施し、必要に応じて内部公益通報対応体制の改善を行う。」に活用されることを前提としております。また、当社が監査法人のグループ会社で

あることから、当社グループの公認会計士が貴社の財務諸表監査の外部監査人である場合は、本サーベイサービスを貴社に提供することはでき

ません。また、貴社が設計し運用することが可能な業務を単に外部委託先として受託することもできません。

契約は原則として電子契約であり、貴社の定める契約文書の様式で契約することもできません。

また、原則として貴社によるセキュリティおよび運用状況の調査あるいは立入検査には対応いたしませんが、当社が定めた形式に基づく運用状

況の調査あるいは立ち入り検査には有償で対応いたします。

・契約の締結について

本資料は、当社が貴社に提供予定の業務内容についてご提案するために記述したものであり、実際の業務着手に際しての諸条件は別に締

結する「デロイトトーマツスピークアップトラストサーベイ注文書及び注文請書」によります。なお、正式な業務委託契約締結前に内示書等により

暫定的に業務着手させていただく場合がありますが、正式契約締結に至らなかったときにはその内示書等に基づく準委任業務として対応します。

・法令等による業務範囲の制限(独立性)について

本資料に基づく当社による業務の提供が、貴社および貴社の関係会社との関係において、公認会計士法等の法令および日本公認会計士

協会が定める倫理規則等ならびに各国の相当する法令、規則等に定める独立性（以下単に「独立性」といいます）に現在または将来におい

て抵触することが判明した場合は、独立性に抵触することとなる当該業務を提供しないことに加えて、当社は、貴社における検討・経営判断の

際に参考となるような情報・助言の提供、という形などの独立性に抵触することのない形で関与します。本サーベイサービスに基づき何らかの決定

事項または執行事項が生じた場合には、貴社において決定および実施をお願いします。また、本サーベイサービスを推進する中で、会計監査やそ

の他の保証業務の対象となる事項が発生した場合も、貴社において責任を持ち実施ください。

貴社のアンケート回答を行う可能性のある対象者が日本国外の法令の制約を受ける方である場合、本件業務のアンケート回答を当社が受け

付けるために必要となる当該日本国外の法令に関する法的な対応は、貴社の責任において適切に行っていただきます。

ご留意事項1
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業務提供にあたって留意事項があります

21 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

・業務の役割分担（貴社の責任）について

以下の項目は貴社の責任においてご対応をお願いします。

・全ての経営管理上の決定を行い、また、経営管理上の機能を果たすこと

・適切な技術・知識・経験を有している人員を、本件業務の管理・監督者として任命すること

・本件業務の適切性・結果について評価すること

・本件助言等の採否が貴社にもたらす結果についての責任を負うこと

・日常業務の監督を含む内部統制を構築・維持すること

・業務の位置付けについて

本業務は助言業務であり、何らかの意見表明又は保証等をするものではございません。

・提出物の第三者開示について

貴社と特に合意した場合を除き、当社の提出物は貴社のみのために作成され、第三者に開示することを予定しておりません。

・再委託について

必要に応じて業務内容の一部をデロイト トーマツ グループ及びデロイト トゥシュ トーマツ リミテッド（DTTL）に加盟している法人・事務所に再

委託する場合がございます。

・本書面について

本書面は、当社へのサービス委託を貴社にご検討いただくことを目的としたものであり、他の目的で利用されることのないようお願い申し上げま

す。また、貴社外でのご利用及び第三者への開示がなされることはないようお願い申し上げます。

ご留意事項2
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スピークアップトラストサーベイあるいはグローバルホットラインをご利用いただくときのご契約文

書は複数の文書で構成されます

22 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

ご契約文書の構成イメージ

STS※1のみ
GHLとSTSの

同時利用
GHL※2のみ

デロイトトーマツグローバルホットライン注文書/

デロイトトーマツグローバルホットライン注文請書 － 〇 〇

別紙1デロイトトーマツグローバルホットライン利用約款 － 〇 〇

別紙2デロイトトーマツグローバルホットライン仕様書 ー 〇 〇

デロイトトーマツスピークアップトラストサーベイ注文書/

デロイトトーマツスピークアップトラストサーベイ注文請書 〇 － －

別紙E1デロイトトーマツスピークアップトラストサーベイ利用約款 〇 〇 －

別紙E2デロイトトーマツスピークアップトラストサーベイ仕様書 〇 〇 ー
※1 STS：スピークアップトラストサーベイ

※2 GHL：グローバルホットライン（内部通報の中継サービス www.deloitte.com/jp/hl）

http://www.deloitte.com/jp/hl
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参考資料

23 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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体制整備の指針（通称「11条指針」）中の内部通報制度の評価・点検義務が明記されている箇所

改正公益通報者保護法によって内部通報制度の評価・点検が義務付けられました

24 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

項目 内容

文書名 公益通報者保護法第11条第1項及び第2項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため

に必要な指針

URL https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_research_cms210_20210819_02.pdf

箇所 第4 3(3)ロ

内容 事業者は、内部公益通報対応体制を実効的に機能させるための措置として、次の措置をとらなければならない。～他項省略～

内部公益通報対応体制の定期的な評価・点検を実施し、必要に応じて内部公益通報対応体制の改善を行う。

項目 内容

文書名 公益通報者保護法に基づく指針（令和３年内閣府告示第 118 号）の解説

URL https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overv

iew/assets/overview_211013_0001.pdf

箇所 第3 Ⅱ3(3)

内容 (3) 記録の保管、見直し・改善、運用実績の労働者等及び役員への開示に関する措置～他項省略～

③ 指針を遵守するための考え方や具体例～他項省略～

⚫ 定期的な評価・点検の方法として、例えば、以下のようなもの等が考えられる。～他項省略～

➢ 労働者等及び役員に対する内部公益通報対応体制の周知度等についてのアンケート調査（匿名アンケートも考えられる。）

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_research_cms210_20210819_02.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_211013_0001.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_211013_0001.pdf


© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

従業員アンケート調査が内部通報制度のパフォーマンスを測る指標になることが明記されている箇所

ISO37002*にも定期的なアンケート調査の有効性が明記されています

25 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

項目 内容

文書名 ISO 37002:2021 Whistleblowing management systems Guidelines

URL https://www.iso.org/standard/65035.html

箇所 9.1.2 評価の指標

内容 組織は，いくつかの定量的及び定性的指標を参照することにより，内部通報マネジメントシステムのパフォーマンスを監視・測定する

方法を検討することができる。以下の指標は，内部通報マネジメントシステムの観点から，組織が監視・測定し得る事例を集めたリ

ストとなる（全てが記載されているわけではない）ことを意図している。

～ a)～f)略 ～

g) 内部通報マネジメントシステムの認知度及びシステムへの信頼に関する定期的な要員調査

～ h)～m)略 ～

※ ISOが開発し2021年に公表した内部通報制度に関する国際規格。認証用の規格ではなく参照用の規格として公表されている、

https://www.iso.org/standard/65035.html
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スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料26

消費者庁が公表した調査報告とデロイト トーマツのアンケートより

通報数は多くはありません

左下図、中央図：デロイト トーマツの2023年アンケート調査より

右下図 ：消費者庁の平成28年度調査より

内部通報制度の有効性の指標を通報数と考えることには無理がありそうです。

参考：消費者庁「平成 28 年度民間事業者における内部通報制度の実態調査

報告書」
出典：「 デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社実施、内部通報制度の整備状況に関するアンケート調査2023年版」より

n=505 n=256
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実際に受信した通報の分類

通報の大半は職場の労務問題や人間関係の悪化についてです

通報が一定数集まったとしても、独禁法関連もしくはFCPAへの抵触を示唆するような通報は、

実は極めて稀です。

24.3%

2.7%

21.6%21.6%

10.8%

18.9
%

グローバル通報の性質別分類

不正（金銭） 不正（品質） 不満（対人）

不満（環境） 不満（ルール） 不満（待遇）

出典：デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社のグローバルホットラインサービスの受信通報を集計
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「通報受信数を増やせば一定割合で不正を受信できる」という仮説の合理性に関する検証イメージ

通報受信数と不正の告発に強い相関はないようです

0

1

2

3

4

0 4 8 12 16

不
正

受信数

縦軸不正・横軸受信数（縦軸：横軸=1:4）

0

4

8

12

16

0 4 8 12 16

不
満

受信数

縦軸不満・横軸受信数（縦軸：横軸=1:1）

受信数と不正の相関係数 0.43 受信数と不満の相関係数 0.96

出典：デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社のグローバルホットラインサービスの受信通報を集計

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料
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通報してくれるかどうかは通報制度のみの問題ではありません

組織の地道なコンプライアンス推進活動の経験数と「不正を知ったときに自組織の内部通報制度に通報する、しない」の関係

29 スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料

コンプライアンス

推進活動の合計
通報する

不安があるため

通報はしない

不安は無いが

通報はしない

合計0 12 6 2

合計1 36 15 6

合計2 47 17 8

合計3 63 9 4

合計4 23 5 0

合計5 9 0 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計0

合計1

合計2

合計3

合計4

合計5

通報する 不安があるため通報はしない 不安は無いが通報はしない

グラフ中の“合計x”とは、一人の回答者がの以下の選択肢5つのいずれを経験しているかの合計値である。

・経営トップの発信/定期的な研修/上司や同僚に不正相談/コンプライアンスアンケート/監査や検査

さらに、内部通報制度の「構築・運用に参加経験あり」の標本を除外している。

出典：デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社 内部通報性制度の体制整備に関するアンケート2023年版
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内部通報制度を認知しているし信頼もしているが、周りに相談できるので使う必要もあまりないという理想のイメージ

目指すべき姿は”世間並みに受信数を稼ぐ内部通報制度“ではないと考えます

不正の徴候や

不平・不満の

発現

不正やリスクを自覚する

当事者の知見

（第1の防御）

フラットな組織風土

（第2の防御）

組織側からの能動的な

徴候把握

（第3の防御）

不正の徴候やリスクを客

観的に指摘する環境

（第4の防御）

社外役員等にも

共有される通報制度

内部通報制度の

理想パターン

教育・研修が十分に実施さ

れ自己の気付きがある。

善・悪や正当・不当の判断

により不正行為は自発的に

抑制される

自己で消化しきれない不安

や悩みはいつでも上司に相

談できる。上司や同僚も一

定レベルの倫理観で対応し

てくれるため、より間違いを

冒しがたい

意識調査・コンプライアンス

サーベイといった、ふとした気

付きを現場に与えてくれる。

現場の常識が正しいのか、

改めて再考する機会を与え

てくれる

整備された内部統制に基づ

く客観的な立場の監視や

調査が入り、小さな不正あ

るいは誤りを正してくれる。

忙しさを言い訳にして看過し

ていた姿勢の襟が正される

窓口は左列の施策とともに

有効に機能し、合理的に対

応可能な分量に限定された

通報を受信する。担当部

署はより丁寧に対応するこ

とができる

教育・研修
等が定期的
に行なわれ

る

上司・同僚
に「おかしい」、
「No」と言え

る

広範なサー
ベイの実施
や相談窓口

がある

監査・検査
等が定期的
に行なわれ

る

従業員から
の認知と信
頼が厚い窓
口が整備さ

れている

不

正

しつこい

ぐらいに

研修がある

通報制度は

知ってるいるが

使う必要が

あまりない

Yes Yes Yes Yes Yes

上司や同僚

に何でも聞

ける

アンケートも

しょっちゅう

ある

基本も

重箱の隅も

しっかり

ツツかれる

別窓口

環境/

待遇への

不満
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対象法令が約500に及ぶ公益通報にさまざまな業務プロセスや制度で対応しようとするスキームのイメージ

すべての公益通報を最初から内部通報制度のみで処理しようとしないプロセスの設計と運

用が合理的と考えられ、サーベイの対象も目的に沿って選ぶべきではないでしょうか

通報者（主に従業員）

危機管理体制

被害の停止/復旧、社会/行政への報告

再発防止 等

組織風土の改善活動

周知、研修、アンケート、ルールの改善、

ケア、当事者同士の話し合い 等

不安 不満苦痛 不公平感 倫理感 報告

従事者※に

よる対応要

従事者※に

よる対応要

※従事者：公益通報対応業務従事者

等

Whistleblowing

:内部通報制度

嫌悪感

職制上のレポー

ティングライン等

GM：Grievance Mechanism:苦情処理システム

内部公益通報体制
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C社（統括会社）

スピークアップトラストサーベイ（内部通報制度認知度Webアンケート）説明資料32

内部通報窓口グローバル化の共存型の例

統合窓口も設置するが地域別の制度および窓口も併存させるいわゆる共存型が有効と考

えられ、サーベイの対象も目的に沿って選ぶべきではないでしょうか

本社

窓口

A社

日本

B社

〇〇国

D社

××国

および周辺国

E社

通報内容

指名された役員で

構成された機関

公益を

害する

担当部門

経営職層の不正の告発

グローバル統合の窓口●と統合窓口では対応が容易ではない地域案件用の窓口●が併存します。

ただし、各地域の経営職層の不正行為の告発は統合窓口●で受け付ける制度の例です。

通報者 通報者 通報者 通報者 通報者

通報者

通報者が

被害者

経営者が

被通報者
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通報制度を明確に分離して公益通報に対応する制度に従業員内部通報サーベイを適用するイメージ

11条指針で定期的な評価が義務付けられた公益内部通報対応体制を対象としてサーベイ

を実施する方法が合理的と考えられます

制度

共通点 異なる点

公益

通報

非公益

通報

不利益

取扱い
被害者 匿名 共有先

受信数

想定

報奨

罰減免

Whistleblowing

内部通報制度

対

象

対

象

禁

止

自組織外

の他者
可

全件 監査役・

外部取締役に共有

僅少

1桁/年
検討

GM：Grievance

Mechanism

苦情処理システム等 通報者自身

（自組織）
不可

総務・人事労務系

部門で対処

多

従業員数

×0.00x/年
対象外

あなたの所属する組織に内部通報

制度があるこを知っていますか・・・

はい／いいえ

受信件数で評価することも

合理的な対象
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